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１９世紀末ドイツの現在価値計算
― プロイセンの鉱山会社の現在価値償却実務 ―
川　端　保　至
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　１８８８年プロイセン上級行政裁判所（	
		）（以下と略称）は鉱山会
社の減価償却に関して次のように判示した。
「鉱山会社が鉱山実体を１００年にわたり毎年１００分の１ずつ《１０万マルクずつ》…採掘すると
仮定すると…全部の実体の価値は現時点で…１０００万マルク《１０万マルク×１００年》ではなく
て，年度採掘のうち将来に受け取り期限を迎える価値の割引額だけ少なくなる。つまり全部
の実体の現在価値（）は――鉱山企業にとって通常の利子率を前提として――…１００
年間にわたり続けて１０万マルクの年金を取得することが可能な資本に相当する。」
　時価１０万マルクの鉱物を１００年間採掘できる鉱山の価値は，鉱山業で通常の利子率を前提にし
て，年価１０万マルク，期間１００年の現在価値に相当するという。は，現在価値に当期の採掘
割合をかけて年度減価（耗）償却額を算出し，それを純収益から控除したものが課税所得である
と判示した（課税所得＝純収益－減価（耗）償却額（＝現在価値×採掘割合））。償却の基準は取得原価
ではなく，普通価値としての現在価値であった。
　１９世紀末から２０世紀初頭のドイツの鉱山会社は，採掘鉱物を売却した純収益から鉱山実体の現
在価値を基準に算出した減価（耗）償却額を控除して課税所得を算出していた。きっかけは１８８５
年プロイセン地方税法改正の３条と，同条の解釈として年金公式の計算原則を設定した１８８８年の
判決であった。現在価値での償却は，１９２１年ライヒ所得税法改正が取得原価評価を規定する
まで，３０年以上にわたって鉱山会社の課税実務を支配した１。
　本稿では，１８８５年プロイセン地方税法改正で始まり，１９２１年ライヒ所得税法改正で幕を閉じた
鉱山実体の現在価値償却をめぐる課税実務を取り上げる。目的は，このような償却実務が我が国
でほとんど知られていないからであり２，今日注目を集めている現在価値ないし公正価値をめぐ
る議論の手がかりになると考えるからである。
１当時の鉱山会社は１８６５年普通鉱山法（	
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に従って作成する管理計算書（	

	
）を基に鉱山所得を算出していたという。計算方法については，
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高次郎著『独逸税制発達史』有芳社，昭和２３年（復刻版，文生書院，１９８８年）参照。
　議論に先立ち現在価値に基づく償却課税実務の経緯を見ておこう。（稿末「現在価値償却に係る法
律・判決等一覧」参照）
　１８８５年プロイセン地方税法改正が鉱山実体の減価（耗）相当分を所得から控除してよいとする
規定（３条）を設ける。この規定の解釈として１８８８年にが年金公式の計算原則を設定する。
これは年度採掘分の時価を基に，利子率と可採年数を使って鉱山実体の現在価値を算出し，算出
した現在価値に採掘割合（＝当期採掘量÷採掘可能量）を掛けて減価（耗）償却額を計算するという
ものであった。１８９１年プロイセン所得税法の施行にあたり，政府は鉱山会社に１８８８年の年
金公式に基づく鉱山実体の減価（耗）償却を認める。
　１８９７年に商法典が成立する。その後１９０７年と１９０９年のが商法規定を受けた新原則を設け
る。この原則は，商法適用の鉱山会社に，鉱山実体の期末現在価値を２期間比較し，前期末より
も当期末が少ないときは差額を減価（耗）償却額とするものであった（償却額＝前期末現在価値ー当
期末現在価値）。（比較して多いときは償却は認めない。）
　現在価値償却は実務上問題が多く出てきた。そこで政府は年金公式の計算原則を突き崩すた
め，１９０８年，１９１２年，１９１４年と税法改正で新規則を試みる。しかし改正法案が成立せず，年金公
式の計算原則が続く。１９２１年のライヒ所得税法改正が取得原価評価を規定し，これにより現在価
値償却は幕を閉じる。
　が設けた年金公式の計算原則に対する批判として，１８９５年に，ヴィルモフスキーは「この
《年金公式の》計算方法は…地方税法３条の思想を正確に表現しており，同法３条が考えている
減価（耗）償却の特徴をはっきりと示している。」けれども，この「理論はそもそも実務では適用
が困難だ。」という。というのは，年金公式は「一部は不明の，一部は純然たる擬制の要素」から
なるため実行が難しいこと，実行すると不確実かつ不公平な課税になるからであるという３。
　市町村からの批判は上述の税法案の理由書が紹介している。１９０８年会社税法案理由書は，年金
公式の計算原則を説明したのち，「この計算方法がいかに困難であるか，またいかに不確実である
かは明白である。」４と批判している。また１９１２年所得税法改正案理由書は，《１９０９年のの》
年金公式の方法では，好況の年は鉱物の売却価値が高くなるので高い売却価値に基づいて算出し

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２郡司健著『企業情報会計』（中央経済社，昭和５９年）は１９頁でザイヒト（	
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降で論じている。
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	１８９５」と略称）（フォン　ヴィルモフスキー稿，川端保
至・黒田全紀共訳「１８９１年６月２４日の所得税法の規定による，建物，機械，事業用什器等の損耗及び鉱山の鉱物資源の実
体消費に対する減価（耗）償却」『経済理論』，３３５号，２００７年１月，１０２１０３頁（以下「ヴィルモフスキー，日本語訳」と略
称））。	
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た鉱山実体の価値は前年度と比較して高くなる。そのため減価（耗）償却の必要がなくなる。一方
不況の年は逆に前年度と比較して低くなるので減価（耗）償却が多額に必要となり，《純収益が
あっても》課税所得がゼロないしマイナスになる。その結果鉱山税収に依存している地方自治体
は税収が安定せず，現在価値による償却の中止を求める誓願が多数出されたと述べている５。
　机上の計算としては妥当性を持つように見えても，実際に実行するとなるとさまざまな問題が
生じたということなのである。このような現在価値の減価（耗）償却計算ではたして正しい実体価
値やそれをもとにした減価（耗）償却額を算出できるのかどうかは何ともいえない。というのは現
在価値計算は予測の要素に依存せざるを得ないからである。最終的に１９２１年のライヒ所得税法
改正で取得原価評価を採用したことからも，課税実務として実施することの困難性は明らかであ
る。計算要素の測定方法を考慮しない理論６が所得計算上妥当なのかどうかは会計学として検証
が必要であると考える。理論上の検証は将来の課題として，１８８５年プロイセン地方税法改正の規
定から見ていくことにしよう。
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　１８８５年７月２７日プロイセン地方税法改正３条は次のように規定する。
１８８５年地方税法改正３条「年度純所得の計算に際しては…国家《プロイセン邦》所得税の査定
に適用する原則に従って行う。鉱山事業の純所得に関しては，このこと《上記の「国家所
得税の査定原則の適用」》は実体の毎年の減少に相当する減価（耗）償却（	
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）を支出に含めるという条件で適用する。…」
　地方税（市町村税）の課税標準である年度純所得の計算は，プロイセン邦の所得税査定の計算原
則に従う。ただし鉱山については，実体の毎年の減少に相当する減価（耗）償却を特別に支出と
して控除してよいという。このような規定は，１８５１年５月１日プロイセン階級税及び階層別所得
税法にも，１８７３年５月２５日同法改正にもなかった７。１８７７年地方税法２０条は収入余剰を鉱山会
社の課税所得と規定し，支出の中に「鉱山企業については実体の減少にとって通常の
・ ・ ・
減価（耗）
和歌山大学観光学部設置記念論集
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７１８５１年プロイセン階級税及び階層別所得税法３０条は「…このばあい，支出として，建物及び什器の年度損耗
に対する通常の控除（	
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）の他に，商業及び営業等
を従来の状態で継続するために支出したものだけを控除してよい。」と規定している。１８６０年１月６日の財務
省通達（	
	
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も，１８５１年所得税法に関して，鉱山実体の償却控除を否定している。
償却（	
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）…を含める。」と規定してい
た８。これに先立つ１８７７年１月３日の財務大臣命令の８条は，炭坑等の経営で実体を消費して
も，所得査定にさいして，実体の損耗を収益から控除できないと明言している９。また１８７７年６
月２３日の判決も同じ判断を下している１０。１８８５年より前の税法は鉱山実体の減価（耗）償却
を認めていなかった。
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　１８８５年地方税法３条の規定に従った「実体の毎年の減少に相当する減価（耗）償却」の計算原
則を提示したのは１８８８年１２月１９日の判決であった１１。
　訴訟の争点は，原告・鉱山株式会社が地方税の課税標準である１８８６８７年の所得を算出するさい
にどれだけの額の減価（耗）償却を控除できるかにあった。会社は償却額を株式資本（１４０万フラ
ン）の５％と計算した。理由は，定款上存続期間が２０年だったからである。ボンの上級鉱山局も
５％を認めるという上申書を提出した。これに対し税務当局（ヴィースバーデン）は，償却の基準
は鉱物資源の現在の実際の価値（実体価値）（簿価ではない。）であること，実体価値は会社資本と同
じではないこと，減価（耗）償却率は２％が限度であること等を主張した。
　１８８８年１２月１９日のが設定した原則の要点は，実体とは何か，実体価値の計算方法，そし
て実体の毎年の減少に相当する減価（耗）償却額の計算方法の３点である。判決理由は詳細であ
る。まとめると次のようになる。
１．実体とは鉱物の固まり（鉱物資源埋蔵量）である。
２．実体の価値は使用価値（	
）である。取得価値や擬制価値（	
	）（＝帳簿価
値）ではない１２。
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１８７９２５７２９４	２７０）の８条は「…鉱山企業の経営は，その性質から判断して時間
の経過とともに全部の本来の所得源泉，つまり実体を全部消耗してしまうけれども，所得査定に際して算出した
純収益の一部を留保し（		），《所得計算の》考慮外とすることを法律は全く認めていない。」と明言
している。
１０　１８７７年６月２３日の判決（	

	２６９７２	７０７１）は，所得か
らの実体減少に対する控除は認めないと判示している。論拠は，地方税の課税標準は１８５１年プロイセン階級税
及び階層別所得税法３０条の純収益である。３０条は純収益算出の必要経費を従来の範囲で経営を継続するために
必要なものに限定しており，資本回収分は対象外である。同じ見解は最近出された１８７７年１月３日の財務大臣
命令にもあると判示している。
１１　	

	１８８９１７１２８１３９（川端保至・黒田全紀共訳「１９世紀ドイツ
の現在価値償却の課税実務―１８８８年１２月１９日プロイセン上級行政裁判所の判決―」『経済理論』，３３９号，２００７年９月，８１
９４頁）

３．使用価値は「単位金額×全体量」で計算した額を利子率と可採年数で割り引いた全実体の現
在価値（）である。これは，例えば，可採年数が１００年で当期採掘の価値が１０万マルク
とすると，鉱山企業で通常の利子率を前提にして，１００年間にわたり１０万マルクの年金を得る
ことが可能な資本に相当する。
４．鉱物の売上には採掘した実体の代償物（）が含まれている。そのためこの部分を還流資
本（	
）と見なし，実体の減少（採掘した実体）に相当する減価（耗）償却控
除を認める。
５．実体の減少に相当する減価（耗）償却とは，全実体の価値に対する当期減価（耗）償却額の割
合と，期首の実体量に対する当該年度の採掘量の割合が同じになるときの減価（耗）償却額を
いう。
　続けては次のように判示する。実体価値の計算に複利計算を使うことは長期間の減価
（耗）償却計算では不可避である。複利計算には３つの計算要素（将来の年度採掘の量と価値，可採
年数，利子率）が必要である。これらは正確には確定できない。そのため複利計算で現在価値を厳
密に算出しようとするなら償却計算は不可能となる。そのようなことを立法者は望んでいなかっ
たに違いない。そこで次のような仮定をおく。
　　将来期間に採掘する実体の量と価値は当期と同じであり，これが永久に続く。
　　可採年数は実体の全体量を当期の採掘量で割り算することによって分かる。
　　割引利子率は鉱山企業向けの若干不確実な投資に適用される利子率を使う（国内で適用され
るこれより低い利子率ではない。）。
計算要素は将来の予想に基づかざるを得ないため，上記の仮定を置くという。
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１２　取得価値や帳簿価値を減価（耗）償却の基準にしないことについては当時の課税実務や判決の結果であ
る。例えば１８８３年１０月１１日の判決（	

	１０６１７３	７１）は
「減価償却では実際の価値だけを使うのであって簿価を使ってはならない。」と述べている。また１８８３年１１月１２
日の判決（	

	１０７３７４）は「これら２つ《簿価と購入価格》は純
粋に擬制的価値であり，法律規定（１８５１年プロイセン所得税法３０条，１８７７年１月３日施行命令１９条）に従った損耗の
計算には全く無意味である。…真実の価値だけが毎年の損耗に対する減価償却計算の確実な出発点である。」と
述べ，さらに「減価償却の目的は…経営で費消される目的物が新たに経営資本を調達することなく次に再び取得
できるような積立金を作ることにある。このことから明らかになるのは，減価償却は過大な実際の価値をはるか
に超える購入価格を《耐用》年度中に一部分ずつ償還するような目的に使ってはならない。」と述べている。１８９０
年代では，１８９３年４月４日の判決（	

	
	２３３８
３４３	３４１３４２）が「実体減少のために控除すべき額の計算の出発点は，査定期間の初めに実際に存在してい
た実体量である。擬制的価値《簿価》は決して使ってはならない。…従ってこの計算のためには，鉱山の取得，
投資あるいは設置の時点が重要ではないのと同じく，鉱山の取得価格も投資や設置…の原価も重要ではない。」と
判示している。これら判決から当時の税務上の減価償却は取替資金の調達と考えられており，そのため減価償却
の基準となる価値は高額の取得原価でも簿価でもなく，実際の価値（普通価値）と考えられていたことが分かる。
この考え方は「１８９２年２月３日のプロイセン財務大臣の回状命令」（	
	
	
		
３	１８９２	


	

	
			

	２５１８９２６７）にも示され
ている。「回状命令」は建物の減価償却について実体価値と使用期間，４％の複利計算を基に，５０年の推定使用期
間では控除割合（償却率）は建築価値の１００分の０６３，１００年なら００８，１５０年なら００１であると規定している。

　この計算原則は，１８９５年７月１１日のの２判決によって実体の純価値は「鉱山設備に投下
した資本の利子」を純収益から控除して算出する，という修正が加わり１３，次のような年金公式
として用いられることになった１４。
　　Ａ＝［（Ｇ－設備資本×利子率）×年金現価係数］÷ｎ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　Ａ＝減価（耗）償却額
　　Ｇ＝会計年度の利益（＝売上－営業費用）
　　設備資本×利子率＝鉱山設備に投資した設備資本の利子
　　　　　　　　　　　Ｚｎ－１
　　年金現価係数　＝　――――――
　　　　　　　　　　Ｚｎ（Ｚ－１）
　　Ｚ＝割引率（＝１＋利子率，例：１０５）
　　ｎ＝可採年数（当会計年度から鉱山を全部採掘し終えるまでの年数）
　は当期採掘分の純価値である。純価値（）に年金現価係数（）を掛けて（×）期首時
点の実体の現在価値を計算する。計算した現在価値を当会計年度から鉱山を全部採掘し終えるま
での年数（ｎ）（）で割って，当期減価（耗）償却額（実体減少，還流資本）（Ａ）を決定する１５。こ
の理論が成立するためには，年金公式の計算要素が確実
・ ・
に予想でき，かつ市場が完全に
・ ・ ・ ・ ・ ・
働いてい

１９世紀末ドイツの現在価値計算
１３　１８９５年７月１１日の判決（	

	
	４１８９６３８４２
４２）では「…採掘した年度の石炭価値を決定し，この価値から鉱山設備に投下した資本の利子分を控除する。そ
のように決定した価値を基準に，いつもの年金公式を使って３年間の平均年度についての現存する石炭量の価値
を確定しなければならない。…これによって毎年度について実体減少の割合が明らかとなる。」と述べている。
同じ日の判決だが異なる事件である１８９５年７月１１日の判決（	

	

	
４１８９６９５９８	９８）も「石炭の売却価格と減価との差額の中には純粋な石炭価格が含まれ
ているのではなく，固定資本（	
），つまり鉱山設備等の価値の利払いもその差額の中に示されていると
いうことである。従って後者の額《固定資本の利息》は石炭の売却価格から同じように控除すべきである。」と
いう。
１４　計算式は，ゲルク（	
			
	
			
	
	
１９１７１０１５	１１）の示した算式を現代表記にしている。他には，１８９２年の
の著作（	



	
	



	
		
				
		２４１８９１１８９２
１６７１７３），１８９５年のヴィルモフスキーの論文（	
	１８９５３７３３７７ヴィルモフスキー，日本
語訳，１０１１０４頁），１８９６年の同著作（	
	１８９６４１４２），１９０６年のフィスティングの著作（
	
	

		

１９１９０６１９０７２９８３００），１９０７年の
の論文（２５７２６１），１９１９年のの著作（	
	
	
	

	

			
１１９１９６９２），パッソの文献（	
	
	
				
	Ⅱ１９２３１７５１７９），さらには鉱山の買収金額に
ついての１９０３年の（		

２	
１９０３２４），１９０６年の
（		


	


		

	
	


	
		
２	

１９０６１６３），１９０９年の（		


１９０９８８）の著作がある。近年では
ザイヒト（	
５１４５２３）が取り上げている。

ることが必要である１６。
	
 
　１８９１年にプロイセン所得税法が成立した。所得税法案には鉱山実体の減価（耗）償却に関する
具体的文言はなかった。議会で財務大臣が《１８８５年》地方税法の認める実体減少に対する減価（耗）
償却を所得税法でも運用段階で適用すると明言した１７。結果，「所得税法施行のための１８９１年８
月５日の財務大臣命令」は２０条で１８８８年１２月１９日の判決を明文で指示している１８。
１８９１年８月５日の財務大臣命令２０条（鉱山所得）「１．２６条，２７条の規定には従わない鉱山事業の
所得計算のために，認められている控除に鉱山税と鉱山実体の毎年の減少に相当する減価
（耗）償却を加えることを条件にして１７条から１９条の諸規定を相応に適用する注１７。……
　　　注１７：１８８８年１２月１９日の王国の判決（判例集，１７巻，１２８頁以下）を参照せよ。」
　財務大臣命令２０条は，鉱山会社の所得計算には実体の減少分を控除すること，そのさい１８８８年
１２月１９日の判決を参考にすべきことを脚注で指示している。これにより鉱山会社は，所得
課税についても年金公式の計算原則に基づく実体減少のための控除が認られることになった１９。

和歌山大学観光学部設置記念論集
１５　計算要素の詳細はその後の判決が示している。例えば技術的に採掘可能な鉱山ではなく，たとえ利益が
少なくとも採掘価値ある鉱山を対象とすること，営業費には減価（耗）償却額は含めないこと（１８９５年１２月１６日
の判決及び１８９６年３月２６日の判決（	

	
	
５５３５６	５４５５）），控除する設備資本の利子と営業費は自己所有の設備についてのみ計算
し，利子率は全設備で同じものを使う（１８９８年３月３１日の判決（	


	
		７１１２１１６	１１４１１５）），将来技術が進歩したときに採掘できる可能性は考慮
しない（１８９７年７月１０日の判決（	

	
	６
１６１１８１	１８０））などである。
１６　松本康一郎稿「経済的利益概念の意義－ドイツ貸借対照表における展開」『會計』，１３６巻２号，１９８９年８月，６５
６６頁参照。
１７　	
	


		
	２１８９１８４４
１８　	



５１８９１	
			２４
１８９１	
	１８９６２０５
１９　例えば１８９３年４月４日のの判決（	

	


	

１１８９３３３１３３８	３３５）は「１８８５年７月２７日地方税法３条は，実体の減少に対する減価（耗）償却を
はっきりと認めている。この立法の経過から同じ原則が…鉱山を経営する自然人（	



）だけでなく，《１８９１年》所得税法１６条に従った課税の場合にも適用されることは，邦政府がはっきりと
邦議会の両院で関係する審議で認めていた。そのため施行命令《財務大臣命令》２０条により非自然人について実
体減少に対する減価償却を認めないとする想定は不可能であると考える。」と判示している。つまり１８９１年プロ
イセン所得税法による鉱山会社の課税所得の計算に関して，減価（耗）償却額の計算方法として，１８８５年プロイ
セン地方税法の規定している方法に従うのはプロイセン所得税法の立法過程から明らかであり，かつ施行命令
《財務大臣命令》の２０条に拠ると述べて，実体の毎年の減少に相当する減価（耗）償却を控除可能であるとい
う。同日だが異なる判決（	

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
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３３８３４３	３４０）も同じである。
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　１８９５年にヴィルモフスキーは「１８９１年６月２４日の所得税法の規定による，建物，機械，事業
用什器等の損耗及び鉱山の鉱物資源の実体消費に対する減価（耗）償却」と題する論文を発表する。
この論文は動態論の先駆けとして評価されているものである２０。論文の後半でヴィルモフスキー
は１８８８年の判決の年金公式を批判している。
　ヴィルモフスキーは，の年金公式の計算原則は１８８５年地方税法３条の思想を正しく表し
ており，３条の考えている鉱山の減価（耗）償却の特徴を正確に捉えているという。鉱山実体は採
掘により徐々に減少する，そのため毎年の事業収益のうち一部が所得であり，他の部分は毎年の
実体減少に相当する資本と見なして控除するというのが３条の規定の内容であるという２１。
　しかしこの計算原則は実務には適用できない。理由は３点ある。第１点は計算要素の不確実
性，第２点は計算公式の非現実性，第３点は法的根拠として財務大臣命令と１８９１年所得税法を同
じレベルで扱うことができるかどうかの問題である。これは本稿の論点と直接には関係ない。こ
こでは前２者の批判を取り上げる。
　まず第１点の計算要素の不確実性である。１８８８年の判決の計算原則を適用するには，計
算要素として，当該年度の採掘量とその価値，埋蔵鉱物資源量，利子率，将来の純収益の価値が
わかっていなければならない。年度採掘量は数量的に確定できる。埋蔵鉱物資源量も地質学の調
査をもとに近似的な正確性で見積もることができる。これ以外の要素は不明である。計算を実行
するには計算要素の数値を擬制（仮定）しなければならない。
　年度採掘量が将来も同じだと仮定できるとしても，将来採掘分の年度純収益が２０年後も，５０年
後も，それ以降もずっと同じだと仮定できるのだろうか。鉱物の売価も採掘費用も変化する。そ
れによって将来の純収益額も変化する。また２０年間の利子率を考えてみよう。２０年にわたり利
子率が同じだと仮定できるだろうか。そもそも鉱山に投資した資本に対する利子率が何％かを確
実な数値として誰が断言できるのか。このような状況では，計算要素が将来も変わらないと仮定
する年金公式の計算原則は実務上は適用が困難であり，鉱山の減価（耗）償却計算のために適用
するなら不確実で不公平な結果になるとヴィルモフスキーはいう２２。
　批判の第２点である計算公式の非現実性とは，採掘の初期は償却額が少なく，後になるほど償
却額は大きくなっていき，可採年数の終わり頃には年度純収益のほとんどを占めてしまう，その
結果所得課税など意味ないような額になるというものである（「表１」参照）２３。
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１９世紀末ドイツの現在価値計算
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	１２	１９７４５８４５８８	５８６黒田全
紀稿「ヴィルモウスキー」（神戸大学会計学研究室編『第六版会計学辞典』同文舘，平成１９年，４１４２頁）。内山力稿
「ウィルモウスキー」（馬場嘉一郎編集代表『新版会計学大辞典』中央経済社，昭和５４年，２９頁）。万代勝信稿「ヴィ
ルモウスキー」（安藤英義他編集代表『会計学大辞典（第五版）』中央経済社，２００７年，４９頁）。
２１　	
	１８９５３７５ヴィルモフスキー，日本語訳，１０２頁。
２２　	
	１８９５３７５３７６ヴィルモフスキー，日本語訳，１０３頁。

　例えば可採年数５０年，年度純収益１００００（マルク）の鉱山を利子率６％で計算してみる。鉱
山実体の価値は１５７６１９（＝１００００×１５７６１９（利子率６％の年金現価係数）），償却額は３１５２にな
る（控除割合３１５％）。４０年間採掘して残りが１０年だとすると，実体の現在価値は７３６０１，償却
額は７３６０となる。１００００の純収益から７３６０を控除して２６４０が所得となる（控除割合
７３６％）。残り５年では現在価値４２１２４，償却額は８４２５，所得は１５７５である（控除割合
８４３％）。この結果から「最後の５年ないし１０年はもはや課税どころの話ではない。」と述べて，
純収益の７０～８０％もの控除額を認める計算原則がはたして正しいのか，と疑問を呈する。これは
むろん課税当局にとっても問題である。
　ヴィルモフスキーは計算公式の計算要素の不確実性，計算公式の非現実性そして法的根拠２４の
３つを理由に「の減価（耗）償却計算の基礎を完全に放棄し，具体的な事実に基づく計算を
構築する場合にだけ，問題の実務的な解決が可能となる。」という。取得価格を可採年数（耐用期
間）で配分する方法である２５。
	
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　１８９７年に商法典が成立した。商法施行によって鉱山会社の大部分は商法２条による商人とな
り，商業帳簿を商法３９条以下に従って作成しなければならなくなった。ただし商法施行法
（	
	
	
１０１８９７）の５条により，プロイセンの法律により
法人の権利を有しない鉱山会社は商法２条の規定は適用されず（商人ではない。），商業帳簿を記帳
する義務はなかった（所得税納税義務あり。）２６。これは旧法の鉱山会社といわれる会社で，ヴェス
和歌山大学観光学部設置記念論集
２３　	
	１８９５３７６３７７ヴィルモフスキー，日本語訳，１０３１０４頁。
２４　	
	１８９５３７７３８２ヴィルモフスキー，日本語訳，１０４１０８頁。
２５　	
	１８９５３８１３８２ヴィルモフスキー，日本語訳，１０８１０９頁。
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（条件：年度純収益10,000M，利子率6％，可採年数50年）（M=マルク）
所得額
純収益に対する
控除割合＊2
減価（耗）償却額実体価値年度純収益可採年数
6,848M31.5%
3,152M
（=157,619M÷50年）
157,619M10,000M50年
：：：：：：
2,640M73.6%
7,360M
（=73,601M÷10年）
73,601M10,000M10年
：：：：：：
1,575M84.3%
8,425M
（=42,124M÷5年）
42,124M10,000M 5年
　*１ ヴィルモフスキーの記述をもとに表形式で作成した。
　*２ 純収益に対する控除割合 ＝ 減価（耗）償却額 ÷ 年度純収益
トホフによれば１８６５年普通鉱山法成立以前にすでに何世紀も前から成立していた鉱山会社で
あったという２７。
　商法施行後も税法上は鉱山会社の実体減少のための減価（耗）償却問題に関して大きな変化はな
かったという２８。商法の規定に従って原則を追加・修正したのは１９０７年１月３１日の判決で
あった２９。
　この裁判では商法の規定に従って商業帳簿を作成している鉱山会社の減価（耗）償却が問題と
なった。判決は，鉱山実体の価値を，１８８８年１２月１９日の判決の年金公式を適用して，平均
期間（３年）の初めと終わりについて決定する。算出した２つの価値は商法の原則に従って決定し
た価値である。２つの価値の差額が認められる減価（耗）償却額である。この方法での減価（耗）
償却の計算は年金公式の原則を放棄するものではなく，商法４０条の規定とも矛盾していない，と
判示した。この１９０７年の判決を引き継ぐ形で１９０９年３月３日の判決が出てきた。
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　１９０９年３月３日の判決は，鉱山実体の償却方法に関して，商法３８条以下に従って，商
業帳簿を記帳する鉱山会社（商人の鉱山会社）と，商業帳簿を記帳しない鉱山会社（非商人の鉱山
会社）を区別すべきと判示した。他に鉱山株式会社があるので，判決によって鉱山会社は３種類
に区別されることとなった３０。
　まず「」の非商人の鉱山会社には年金公式の計算原則を適用するとした。理由は，十分な
熟慮の結果であり，長年の判決で踏襲されていること，１８９１年所得税法発布のさいに立法者は
異なる基準を出すことも可能であったが，それを行っていない，１８９１年所得税法審議の時に財
務大臣はこの原則の基準となる１８８５年地方税法３条２項の規定を所得税法にとっても基準にす
ると述べた，ということであった。
　「」の商人の鉱山会社には，上述１９０７年１月３１日の判決を引用する形で，商法４０条に
より貸借対照表に付すべき価値として年金公式で算出した前期末の価値と当期末の価値を比較
し，「差額が価値減少の額であり…許される減価（耗）償却である。」と判示した３１。好景気で価
値が上昇すると価値減少は生じず，減価（耗）償却は実施できない。ゲルクによると，逆に増価

１９世紀末ドイツの現在価値計算
２６　１８９７年５月１０日商法施行法５条「邦の法律の規定により法人の権利を有しない鉱山会社には商法２条は適用
しない。」神戸大学外国法研究会編『独逸商法Ⅰ』，前掲書，５３頁にも「然し州法上法人格を有しない鉱山会社は
一例外であり，本条の下には立たない（商施５条）。」とある。ただし１８９１年所得税法では鉱山会社と鉱山株式会
社とは同じ扱いであり，所得税の納税義務を有していた。
２７　	８８９２
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
記入（	
）を行うことになるという３２。
　１９０９年の判決は理由を述べている。全部の実体の「量」は近似的に推計できるとしても，
「価値」は採掘分の販売価値からは計算できない。というのは，実体全部を瞬時に採掘・換金で
きれば，全実体の価値を計算できるけれども，そのようなことは不可能だからである。また取得
価格から毎年の損耗を控除した額を基準とすることもできない。取得価格の利用は株式会社だけ
しか認められていないからである。結局年金公式によって全部の鉱山実体の普通価値（現在価値）
を計算する以外にない。つまり当該種類の鉱山事業で通常である利子率を前提にして，鉱山の埋
蔵量を掘り尽くすまで支払われ続けるような，つまり年度採掘分が実体の純価値に等しい毎年の
年金を受け取ることが可能な資本（額）を計算する方法以外にない。年金公式に従って算出した前
事業年度末
・
の価値と，当事業年度末
・
の価値とを比較し，差額が減価（耗）償却額であるという。
　１９０９年３月３日の判決により，同じ経済的出来事である実体減少が会社種類の相違（上述
の～）によって３つの異なる結果を生み出すこととなった。の商人の鉱山会社については，
年金公式に基づき計算した２事業年度の実体の普通価値（現在価値）の差額を減価（耗）償却額と
して控除する。の非商人の鉱山会社は，年金公式の計算原則に基づき実体の現在価値を算出
し，それを可採年数で割って償却額を算出する。の鉱山株式会社は商法２６１条により取得価格
に基づく減価（耗）償却計算を行う３３。
　このうちの商人の鉱山会社の償却が問題となった３４。というのは，景気が良い時は償却せ
和歌山大学観光学部設置記念論集
３１　商法４０条により貸借対照表に付すべき価値に関して，１９０９年のは，過去の判決を引用して，１８９３年７
月１４日の補完税法（	

１４１８９３）９条の意味における普通価値，すなわち企業の継続を
前提とした上での客観的売却価値（	


）であると判示した。１８９３年７月１４日補完税法９条の意
味での普通価値，さらには１８７３年のライヒ上級商業裁判所判決の客観的売却価値を指示している判決は多い。
例えば１９０２年７月２日の判決（	
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１９０３２９４３０９	３０３）では「実際の価値とは…１８９３年７月１４日の補完税法９条の意味における普通価値，つ
まり事業の継続を前提とした上での客観的売却価値と解釈すべきである。そのため積極財産の価値をその売却
価値以下に引き下げるような減価償却は税法に関しては認められず，納税義務ある準備金の積み立てとして扱う
べきである。」と判示している。普通価値以下にする減価償却は利益留保として課税するというのである。また
１８９７年５月１７日の判決（	
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６１８９８
３０５０	４２）では「これにより財産目録及び貸借対照表の基準となる商法上の価値は同様に客観的売却価値
であり，それ故補完税法９条による普通価値と同じである。このことを確証しているのはライヒ上級商業裁判所
の判決での詳細な説明であり，そして文献である。」として，判決文の４３頁で１８７３年１２月３日のライヒ上級商
業裁判所の判決（	

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	
１９１８７４１５２３）を引用している。鉱山実体に関
する判決ではないが，１８９９年１１月２５日の判決（	
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８１９００８５８８	８６８７）は，所得税法１４条の減価償却に関して３つのケース（減価償却実施，
評価増実施，何もしない。）のために査定期間の価値を決定しなければならないということ，その場合の価値とは普
通価値であり，１８６１年普通ドイツ商法典２９条及び３１条の価値であり，これについては１８７３年１２月３日のライ
ヒ上級商業裁判所の判決が詳しく定義している経営の継続を前提にした客観的売却価値であり，また多数の上級
行政裁判所の判決が述べている使用価値である，と判示している。
３２　ゲルクは，１９１１年５月３１日の判決は実体価値が上昇したとき評価を増額することになると判示した，と
述べている（１５）。ザイヒト（	
５１７）もゲルクを引用する形で増価記入を紹介
している。判決本文は未発見である。

ず，景気が悪い年は多額の償却を実施することになるからである。たとえばヘルネ市の副市長
リュール（）は「同程度の採掘を前提にすると，鉱山株式会社の減価（耗）償却は景気の良い
年も悪い年も同じであり，非商人の鉱山会社のばあいには景気の良い年には減価（耗）償却が増
加し，景気の悪い年には減少し，最後に商人の鉱山会社は景気の良い年には全く減価（耗）償却
せず，景気の悪い年には課税する純利益が全く残らないぐらい多額の償却を行ってよいのであ
る。そのような結果が納得できないということについてはおそらく世間は賛成してくれるだろう
し，そのような結果をもたらす計算は…正しくないだろうと言わなければならない。」３５という。
批判の内容を表形式で表すと「表２」のようになる。
　リュールの批判は，同程度の採掘量であっても会社種類によって償却額が異なるという点にあ
る。の鉱山株式会社は取得原価と可採年数をもとに均等額償却し，の非商人の鉱山会社は，
年金公式の計算原則により，実体価値を可採年数で割って償却する。これらに対し，の商人の
鉱山会社は，年度採掘量の売価を基に未採掘埋蔵量の実体価値を算出する。埋蔵量が減少してい
ても，売価が前年度末と比べて高くなると，実体価値も前年度比で高くなる。その結果価値減少
が生じず，減価（耗）償却も必要なしということになる。逆に不況期には採掘割合以上に償却額
が多額となる。このような計算方法は間違っているとリュールはいう。
　鉱山税収に依存している市町村は政府に対策を求めた３６。内容は，判決により鉱山会社の
課税実務が深刻な影響を受けている。特に１９０９年３月３日の判決により２事業年度末の鉱
山実体の現在価値の差額を償却することになった結果，好況の年には多額の採掘量にもかかわら
ず償却は許されず，不況の年には償却が多額になって課税所得が残らなくなった。このため商人
の鉱山会社の所得税は変動し，これらの所得税収に依存している市町村は税収が突然に低下した
り，半分までになる脅威にさらされている。このような状況に対処するため，王国政府に，減価

１９世紀末ドイツの現在価値計算
３３　１８９７年ドイツ商法２６１条「貸借対照表の作成のためには，４０条の規定は，次の条件で適用する。…３　売却
することなく，継続的に会社の事業経営に使うと決まっている設備その他の資産は，損耗に一致する額を控除す
るか，損耗に一致する更新基金を積み立てるかぎり，より低い価値を考慮することなく取得価格又は製作価格を
記載してよい。…」
３４　パッソは，商人の鉱山会社のこの処理は商法４０条に合致しているが，当時の会計慣行とは矛盾しているとい
う。（	
			１９２３１８２１８３）
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不況期の償却好況期の償却償　却　方　法会社種類
多 額ゼ ロ前期末現在価値―当期末現在価値　商人の鉱山会社
少額（減少）多額（増加）現在価値÷可採年数　非商人の鉱山会社
定額定額取得価格を基準に償却　鉱山株式会社



（耗）償却のきちんとした計算原則を議会に提出するよう要望するというのである。
　具体的な影響額はどのぐらいか。パッソは当時のライン＝ヴェストファーレン市町村が減価
（耗）償却方法（規定）の改善を求めて提出した請願書から具体的数値を引用している。会社を３
つに区別していないのは１９０９年判決前の統計資料のためと推測する３７。
　「表３」から，年度採掘量は鉱山株式会社の方が（鉱山会社と比べて）多いにもかかわらず，償却
額は鉱山会社の方が鉱山株式会社の８～９倍になっているのがわかる。減価（耗）償却の基準を取
得価格を使うか，現在価値を使うかの相違である。
	
 	

　はなぜ取得価格を基準にしないのか。これは当時の課税実務が減価償却を取替資金の調
達方法と考えていたためである。例えば１８８３年１１月１２日の判決は「これら２つ《簿価と購
入価格》は純粋に擬制的価値であり，法律規定に従った損耗の計算には無意味である。…減価償
却の目的は…新たに経営資本を調達することなく，経営で費消した資産を再取得できる積立金を
作ることにある。過大な，実際価値をはるかに超える購入価格を《耐用》年度中に一部分ずつ償
還するために減価償却があるのではない。」という。減価償却の目的は取替資金の調達なので，実
際価値を超える購入価格を基準に償却してはならないという。１８９０年代の判決も同じである。
　は，デュッセルドルフの異議審査委員会（	
		）の主張に反
論する形で，取得価格を用いない理由を述べている３８。
　理由の１つは，鉱山会社が鉱山を取得した時期が遠い過去のことであり，そのため取得価格を
算出できないからである。取得から現在までに，出資があったり，借り入れしたり，返済したり，
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３７　１８０
３８　	２６２２６５異議審査委員会とは１８９１年プロイセン所得税税法４０条で設置される訴願官庁で
ある。査定結果に対し納税義務者と同じく所得税査定委員会の委員長も異議審査委員会に異議審査（）を
求める権利が与えられている。同制度については，フリッツ・フライナー著，山田準次郎訳『独逸行政法論』（復
刻叢書法律学篇３１），信山社出版，平成９年，３８７頁に簡単な説明がある。
	
 
（出典：ラインーヴェストファーレン地区の請願書）　Ｍ：マルク（貨幣単位）
鉱山会社（非株式会社）鉱山株式会社
減価（耗）
償却額
価値額
（現在価値）
年度採掘量
減価（耗）
償却額
価値額
（取得価格）
年度採掘量年度
1,633,963M41,349,279M150万トン1906
1,683,694M53,032,973M150万トン1907
1,391,089M41,349,279M150万トン175,059M2,981,338M200万トン1908
150万トン175,059M2,806,329M200万トン1909
　＊ パッソが提示した数値を表形式で作成した。
配当したり等があって取得価格が決定できない。この点は税法も認めているという。所得税法は
所得から資本金の３５％の控除を認めている。鉱山会社は資本金が決定できないため，代わりに
収穫物（）の２０倍を用いると規定しているからである３９。
　取得価格を算出できてもそれは不確実で恣意的な額であるという。鉱山経営に関与している者
にとって取得価格と実体の価値とは全く別物である。例えばボーリングである。ボーリング作業
はリスクが大きい。そのため失敗した無価値のボーリング調査費用を採掘した鉱物の価値で補填
できないなら，誰もボーリングしようとは考えない。つまり生じた支出を鉱山会社全体の総費用
として考える必要があるというのである４０。
　また鉱山会社は小さな関係者のグループから出発し，共通の計算でボーリングを行い，鉱区を
賦与して鉱山会社となっていったので，所有者から別の所有者への移動がない。そのため取得原
価が分からないという。
　実体の償却計算で鉱山会社が有利な扱いをうける理由は，鉱山会社の方がリスクが大きいため
であるという。鉱山株式会社は鉱区を鉱山会社よりもはるかに多く所有している。そのため株式
会社はリスク分散ができる。鉱山会社の鉱区は小さく，リスクは大きい。この点で鉱山会社が償
却計算で有利な扱いを受けるべきであるという。他に株式会社の減価（耗）償却額が鉱山会社と比
べて少ない理由として株主への配当を多く支払う必要があるということもあげている。
	

　１９０９年の判決の前にプロイセン政府は鉱山会社の実体減少に対して一定の減価（耗）償却
率を設ける試みを行っていた。１９０８年１０月１４日の会社税法案の２条は「鉱山会社の場合減価（耗）
償却は年度採掘の３％までしか許可しない。」４１と規定していた。具体的償却率を設けた理由は，
実体減少の償却控除は帳簿上処理していなくとも税務上認められるが，どれだけの額を控除でき
るかの計算が困難だからであるという。現行法では控除額は１８８８年判決の年金公式を用い
て計算する。しかしこの方法が「いかに困難で，いかに不確実であるかは明白」である。そのた
め「単純化を目的として鉱山会社のばあい実体減少の減価（耗）償却は年度採掘の売却価値の３％

１９世紀末ドイツの現在価値計算
３９　１８９１年プロイセン所得税法１６条：株式会社の所得「１条４号及び５号に記載されている納税義務者の課税所
得とは…いかなる名称であろうと社員に株式利息又は配当として分配される余剰をいう。しかも《この余剰か
ら》…払込済株式資本の３５％を控除する。後者《払込済株式資本》に代わって…鉱山会社のばあい，鉱山の設
備及び装置ないし拡張の取得価格及び原価からなる固定資本を使う。ただしこの原価が１８９２年４月１日以前に
支出されているときには，納税義務者の選択により本法律の施行直近４年間に分配された収穫物平均の２０倍の
額を使う。…」
４０　１８６５年プロイセン鉱山法は１２条で管理計算書（	

	
）の作成を義務づけている。管理計算書は，
収入と支出の中に，営業収入と営業支出だけでなく，すべての現金収支（借入金，追加出資，株主に支払われた収穫
物等）を含める。管理計算書と税額査定の詳細についは，	
	１８９６１０３１０４参照。
４１　	
	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
の額までとする。」４２という規定を設けるという。この法案は衆議院で否決された。
　１９１２年１月４日の所得税法改正案８条は，実体減少に対する減価（耗）償却として，岩塩等
は年度採掘の取引価格の３％，褐炭等は同４％，鉱石は同６％の控除額を認めると規定し
た４３。
　８条の理由として，まず１９０８年会社税法案の理由書を引用したのち，１９０９年の判決によっ
て従来と異なる新たな困難性が現れたという４４。というのは，商人の鉱山会社は，好況年には減
価（耗）償却せず，不況年には多額の償却費を計上するため，自治体の財政が安定しないからで
ある。その他の鉱山企業についても減価（耗）償却の安定性と公平課税を達成するため，全部の
鉱山企業に対して計画的な新規則が必要である。法案は会社の区別をなくし，業種の特殊性を考
慮して償却率を３％，４％，６％と比較的高く設定したので，鉱山によって扱いが異なって不利な
状況があっても比較的短期間で取り除くことができるという。
　１９１２年所得税法改正案の８条に対してさまざまな方面から批判が出てきた４５。批判の第１は年
度採掘量は基準にならないという。埋蔵量が５倍異なる２つの鉱山があり，毎年同じ採掘量で償
却率は年度採掘の４％だとする。１倍の鉱山は２５年で償却するが，埋蔵量が５倍豊富な鉱山は
１００年以上かかる。５倍の鉱山にとって適切な償却率であっても，１倍の鉱山にとっては不公正な
ものとなる。第２に年度採掘の取引価値も減価（耗）償却の基準として良くない。取引価値に含ま
れているのは，実体の純価値と設備の利払額及び償還額である。鉱山設備の額は各鉱山ごとに鉱
物実体の質や量によって異なる。そのため取引価値は実体に対する減価（耗）償却のための正しい
基準とはならないという。
　この法案も処理されなかった。法案が未処理となったときヘルネ市は誓願書を提出し，１９０９年
の判決の結果として税収確保の可能性が低下することに対する遡及効を新法律で措置する
ことを要望している４６。
　問題解決の第３番目としてプロイセン政府は１９１４年２月２日の地方税法改正案として３３条３
項を追加した４７。１９１４年地方税法改正３３条３項は，鉱山会社に関して，①帳簿を記帳しているか
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どうかに関係なく，②期首の埋蔵量に対する当年度の採掘量の割合に応じた全部の実体のその
時々の価値（	
）で減価（耗）償却を認めるということ，さらに③全体価値は１０営業年
度の平均純収益（可採年数が１０年未満ならその年数）を基礎にして算出するというものであった。
　理由書は，３３条に第３項を挿入した意図として，長年の市町村にとっての課題の解決を目ざし
たものであると述べている。そして１９０８年会社税法案の理由書を引用しながら，１８８０年代から
１９１４年までのの判決が市町村財政に及ぼしたまずい影響と，その対策としての１９０８年会社
税法案と１９１２１３年所得税法改正案を紹介する４８。この法案も議会で未処理となった４９。
　このような鉱山会社の実務状況に対し，パッソは，が設定した年金公式の計算原則に従う
ことを止めて，実際に支出した原価から出発して，この額を漸次的に償却するという方法を考慮
する以外にないと主張する５０。取得原価に基づく原価配分である。取得原価を基準に徐々に償却
する方法は，株式会社が商法２６１条に基づいて実施している。これは株式会社の特性から根拠付
けできるものではない。むしろ取得原価を基準にする方が一般的な実務に合致しているという。
鉱山会社を区別して実体の減価（耗）償却を別個に扱う理由はない。
　パッソの主張は，実体の価値は毎年新しく計算できないこと，いったん受け入れた実体の価値
は固定しなければならず，その額を基準に減価（耗）償却しないなら，鉱山会社はきちんとした
貸借対照表を作成できないということにある。
　取得原価を基準とした減価（耗）償却についは，１８９５年にヴィルモフスキーが主張している５１。
ヴィルモフスキーは，年金公式の計算原則を放棄し，具体的な事実に基づく計算を構築すべきで
ある，鉱山のために行った支出総額は埋蔵物の採掘が完全に終わった時点で効用がゼロになる，
計算の要素は鉱山の原価と推定可採年数である，全埋蔵量に対する当年度の採掘量の割合で償却
額を決める，例えば割合が５０分の１なら固定資本の５０分の１を償却する，この方法なら鉱物の資
源量が正しく見積もられていればすべてうまく償却できると主張する。この原則は，鉱山の単独
所有者，鉱山所有権の共同所有者も，鉱山会社を形成しているかどうかにかかわらず課税所得計
算に適用可能であるという。
　ただし鉱山全体の売却価格を計算するばあいは別であるとパッソは言う。鉱山全体の価値額の
計算にはの設定した年金公式に基づく計算方法が有効である。その例として当時の文献を
挙げている５２。彼らは鉱山全体を売買するばあいの売買価格としての現在価値の計算方法を論じ
ている。
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　１９２０年３月２９日のライヒ所得税法制定のさいに鉱山会社の実体減少を解決する機会があった。
ライヒ所得税法１３条１項）は「鉱山業，採石場その他実体の消費を条件とする経営では実体減
少に対する減価償却」を所得を計算する際に収入の総額から控除できるとする。法律にはこれ以
上の規定はなく，理由書も詳細を述べていない５３。しかしパッソは，１３条の規定誕生をめぐる議
会での議論は興味深いと言う。議会の委員会では，ベッカーが，鉱山会社の減価（耗）償却の問
題点を指摘したにもかかわらず，改善提案は採用されず，その後の議会で１９１９年１２月３１日のライ
ヒ国難犠牲税法５４の評価基準を規定に含めるべきであるという提案も否定されて１３条が成立し
た。まず委員会でベッカーは，鉱山会社の減価（耗）償却の問題点として，好況期は償却せず，
不況期には償却額が多額になるという点が企業経営の原則に反していると指摘する５５。
　その後本会議で，上述の１３条の規定に文言を追加する提案として，ベッカーは「納税義務者の
申請により，実体償却については，ライヒ国難犠牲税のさいに実体について決定した価値から出
発すべきである。」と主張する５６５７。提案理由は，償却の基準となる価値額が明確ではないので，
基準となる評価額としてライヒ国難犠牲税の税額査定時に決定した価値を用いるとする規定を設
けるべきであるという。
　議会は提案を拒否した５８。結果，１９２０年３月２９日ライヒ所得税法１３条は，控除可能な必要経費
に前述のように「鉱山業，採石場その他実体の消費を条件とする経営では実体減少に対する減価
償却」も含めるということだけを規定した。
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５４　ライヒ国難犠牲税法（	
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３１	１９１９）について，野津高次郎（『独逸税制発達
史』，前掲書，４４１頁）は，「本税は戦後に於ける財政の窮境を救い，殊に戦時国債の償還に充つる為，富者階級を
強要せる１回の非常財産税にして，財産没収的効果を有するものなり。」と紹介している。
５５　「鉱山の場合の重要問題はどの程度どんな方法で実体の減価（耗）償却を認めるのかということだといわれてい
ます。好景気で地下資源の価値が上昇した年度には実体に対する減価（耗）償却は認められないとが宣言し
たことについて関係者たちがある請願書（）で異議を申し立てたそうであります。このことは景気が悪く
て価値が再び下落し，収入が少なくなったり損失となった年度にはそれに応じた実体に対する多額の減価（耗）
償却を行うという矛盾した結果に繋がることになります。合理的な企業経営（	
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５６　ライヒ国難犠牲税法１８条「土地の評価については，国税通則法（	
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）の１５２条を適用するの
であるが，本税については，収益価値は純収益の２５倍ではなくて，２０倍をもって財産価値とする。」ライヒ国税
通則法１５２条「土地の評価に際しては普通価値を基礎とすべきである。財産についての税については…土地のば
あい…収益価値を基礎におくべきである。収益価値とは農林業…の土地については純収益の２５倍とする。…」
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　翌１９２１年３月２４日所得税法改正で新しく挿入された３３条ａ（これは法人にも適用される。）が大
きな意味を持つことになった。３３条ａは次のように述べている。
１９２１年３月２４日所得税法改正３３条ａ「営業資産の対象物について取得価格又は製作価格が与え
られているかぎり，３２条，３３条の意味での営業利益及び事業利益の計算に際しては，この対
象物の価値として損耗に対する許された控除を控除したのちの取得価格又は製作価格を使
う。ある対象物について，取得価格又は製作価格が普通価値を超えるときには，納税義務者
は後者の価値《普通価値》を取得価格又は製作価格に代えて付する権利を有する。この場合
ある会計年度末に付する価値は翌会計年度の初めの対象物の価値として記載しなければなら
ない。」
　３３条ａについて理由書は述べる。
「営業の事業利益（	
	
）の計算に際して均一な評価（	
）
を実施するため，３３条ａに，営業資産に属する対象物の評価に関しての一般的規範を収容す
ることが必要である。この一般基準は３２条，３３条１項及び２項による営業利益の計算に際し
て考慮されるべきものである。３３条ａの規定はそれ故商法の規定に従って商業帳簿を記帳
しているかどうかにかかわらず…事業経営者にも適用する。この規定は原則的に未実現の利
益は決して所得と見なすべきではないということ，他方損失は未実現であろうとも…営業所
得の計算に際しては考慮するということから出発している。この規定は…営業所得の計算の
ばあい，すべての納税義務者に適用される１３条の規定を超えて，価値減少に対する減価償却
が認められるという結果を伴うことになる。」
　３３条ａの規定と同条の理由書を合わせて解釈すると，営業用資産について取得価格又は製作価
格があるとき，３２条と３３条の利益計算のために，対象物の価値として損耗に対する認められた控
除を差し引いたのちの取得価格又は製作価格を使う。ある対象物の取得価格又は製作価格が普通
価値を超えるとき（納税義務者は）普通価値を使う。さらに年度末の価値は次年度期首の価値とす
る。前述の１３条ｃの減価（耗）償却の規定を基礎に，３３条ａを追加することによって，取得原価
での評価とそれに基づく減価（耗）償却が鉱山会社を含むすべての企業に一元的に適用されること
となった５９。
　パッソは「これでやっとこの問題に関して実務にかなったまともな処理がすべての種類の企業
に公平に適用されることになった。」６０と述べている。

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　以上が１８８５年プロイセン地方税法改正で始まり，１９２１年ライヒ所得税法改正で幕を閉じた鉱山
実体の現在価値評価に関する課税実務の経緯である。
　鉱山実体の償却計算の歴史を簡単に振り返ってみよう。１８８５年に地方税法の所得計算に際し
て「実体の毎年の減少に相当する減価（耗）償却」（３条２項）を支出項目として認めたことが現
在価値計算の始まりである。１８８８年は償却の基準として年度採掘物の売却価値，利子率そ
して採掘数量等をもとに計算した実体の現在価値を基準とすべきであるとする年金公式の計算原
則を設定した。１９９１年所得税法も，１８８８年の判決を引用する形で，鉱山会社の償却方法とし
て実体の現在価値を基準にする。１８９７年ドイツ商法典成立後は，１９０９年のが３種類の会社
（商人の鉱山会社，非商人の鉱山会社，株式会社）別に異なる計算方法を提示する。他の多数の
も，基本となる考え方として鉱山会社の鉱山実体の価値は現在価値で計算する以外にないという
こと，そしてこの考え方をずっと保持し続けている。
　影響を受けたのは市町村であった。そのため政府は現在価値計算の問題点を克服するために法
律改正を試みる。最初は１９０８年の会社税法案，次に１９１２年の所得税法改正案，最後は１９１４年の地
方税法改正案である。いずれも成立しなかった。その後１９２０年ライヒ所得税法を経て，１９２１年ラ
イヒ所得税法改正３３条ａで取得原価評価とそれに基づく償却を規定した。これによって１８８０年
代の半ばから始まった鉱山会社の現在価値計算の税務実務が幕を閉じることとなった。
　本稿での議論を通じて知り得たことは，鉱山実体の現在価値を基準にした償却計算は課税所得
算出という目的には妥当ではなかったという事実である。現在価値に採掘割合をかけて償却額を
計算する方法（１８８８年の判決）でも，２期間の現在価値の差額を償却額とする方法（１９０９年の
判決）でも，理論の上では現在価値の計算はできても，計算のために「一部は不明の，一部
は純然たる擬制の要素」６１に依存せざるをえず，正確な計算ができない。
　年金公式の計算要素を考えてみよう。当期の採掘量は確定しており，埋蔵量も専門家の推定で
ほぼ正確な数値を入手できる。これら以外の計算要素は仮定せざるを得ない。すなわち，年度
採掘分の売却価値が将来も永久に続く，採掘費用は将来も同じである，利子率は将来も同じ
であるという３点は仮定せざるをえない。これらは不確実な将来期待である。不確実な計算要素
に基づいて償却額を計算することは不確かな結果に繋がり，公平な課税に反することになる６２。
　１９０９年のが設定した３種の会社種類別償却方法のうち，２期間の現在価値差額を減価（耗）
償却額とする方法も問題であった。というのは，好況時は償却せず，不況時は逆に採掘割合以上
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を計算のために与えること」が必要であるという。
の償却費を計上することになったからである。結果として市町村税収に多大な影響を及ぼした。
この方法では理論を突き詰めていくと好況時には鉱山実体の価値上昇による評価益が純収益以外
に生じることになる。また鉱山を現在価値以下で取得すると採掘開始前に評価益が所得として生
ずることになる。
　鉱山会社は実体自体が資本である。鉱山会社はいわば資本（実体，資本資産）を切り売りして純
収益ないし所得を生み出す。売却した資本資産の譲渡原価として，あるいは採掘鉱物の売上原価
として，現在価値に採掘割合を掛けて減価（耗）償却額を算出し，これを純収益から控除して所
得を計算するというのが，１８８８年から始まるの立場であった。
　この方法はフィスティングや１９０９年の判決が言うように「長い熟慮の結果」６３なのであろ
う。とはいえ実際に実行して分かったのは正確な課税所得算出の困難性であり，結果として取得
原価を用いることになったという事実である。資本の中身の取替えができない鉱山会社でも現在
価値計算は困難であった。資本を更新したり，前もって対処できる一般企業で将来不確実な計算
要素を基に現在価値を正確に計算できるのかどうか。この方法は，事後に過去を振り返って説明
はできるけれども，正しい所得額を算出するために事前に計算要素を予測して処理することは難
しいのではないか。
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判決，法律，文献：内容に関するコメント年月日
1851年5月1日プロイセン階級税及び階層別所得税：30条が減価償却規定1851/05/01
1860年1月6日の財務省通達：実体損耗の控除は所得計算では認めない。1860/01/06
1873年12月3日ライヒ上級商業裁判所判決：客観的売却価値1873/12/03
1877年1月3日財務省通達（8条）：実体の損耗は所得から控除してはならない。1877/01/03
1877年6月23日OVG判決（70-71頁）：実体減少の控除は法律上認められない。1877/06/23
1877年11月14日プロイセン地方税法：20条が実体減少の減価償却規定1877/11/14
1883年10月11日OVG判決（70-73頁）：減価償却は実際価値を利用，簿価は禁止1883/10/11
1883年11月12日OVG判決（73-74頁）：取得原価は禁止，普通価値を基準に償却，減価償却の目的は
取替資金の調達である。1883/11/12
1884年7月27日地方税法改正（3条）：実体の毎年の減少に相当する減価償却は支出に含める。1885/07/27
1888年12月19日OVG判決（邦訳）：年金公式の計算原則を提示1888/12/19
1891年2月14日プロイセン衆議院議事録（財務大臣ミケールの減価償却に関する発言）（844頁）：鉱
山所得の計算は1885年地方税法が認める方法を用いる。1891/02/14
1891年6月24日プロイセン所得税法1891/06/24
1891年の所得税法施行のための財務大臣命令（20条）：1888年OVG判決を指示，1888年の年金公式の
計算原則を鉱山会社の所得計算にも適用する。1891/08/05
1892年2月3日の回状命令：減価償却の目的は取替資金の調達である。複利計算で積立額を算出する。
150年では建設価値の10,000分の1を積み立てる。1892/02/03
1893年2月7日の一般命令《通達》：1892年2月3日の回状命令を受けて，町にある状態の良い住宅用
建物では建設価値の10,000分の0.25を控除する。1893/02/07
1893年4月4日OVG判決（341-342頁）：減価償却に取得原価も簿価も使ってはならない。実体価値を
基準に償却せよ。1893/04/04
1893年4月4日OVG判決（335頁）：所得税法でも実体の償却を認める。1893/04/04
1893年7月14日補完税法（財産税）：9条：評価は普通価値を基礎に置く。1893/07/14
1895年6月13日OVG判決（38頁）：割引利子率は鉱山業で使う不確実な利率を用いる。8％の割引率
でよい。1895/06/13
1895年7月11日OVG判決（97-98頁）：設備資本の利子を控除して実体の現在価値を算出する。1895/07/11
1896年11月27日OVG判決（280-282頁）：減価償却に複利計算は適用しない。1992年2月3日回状命
令は法律違反（1897年3月26日の一般命令を出す端緒となった判決）1896/11/27
1897年3月26日一般命令：複利計算を使わずに減価償却を実施する。（1896年11月27日OVG判決を
きっかけに出された命令）1897/03/26
1897年5月10日商法典1897/05/10
1897年5月10日商法施行法：5条「邦の法律により法人でない鉱山会社は商人ではない（記帳義務な
し）。」1897/05/10
1897年7月10日OVG判決（180頁）：実体価値の計算で将来の技術進歩は考慮せず。1897/07/10
1899年11月25日OVG判決（86-87頁）：価値とは，1861年商法典29条，31条の規定する企業の継続を
前提とした客観的売却価値である。1899/11/25
1902年7月2日OVG判決（301頁）：商法の原則に従って評価した期間の期首と期末の価値の差額が減
価償却額となる。1902/07/02
1907年1月31日OVG判決（392-393頁）：商法の原則に従って評価した平均期間の期末価値の差額が減
価償却額となる。1907/01/31
1908年プロイセン会社税法案（理由書付き）：（理由書578頁）鉱山会社に年金公式の計算原則を適用
することは困難（成立せず）1908/10/14
1909年3月3日OVG判決：償却方法は会社（3種）別に異なる。商人の鉱山会社には2期間の現在価値
差額を減価償却額とする原則を適用する。1909/03/03
1912年プロイセン所得税法改正法案（理由書付き）：（理由書873-874頁）鉱物の種類によって償却率を
3種類に分けて減価償却を実行する（成立せず）。1912/01/04
1914年プロイセン地方税法改正法案（理由書付き）：（理由書1477-1478頁）鉱山会 社については実体
減少の控除を採掘分の割合で実行する（成立せず）。1914/02/02
1919年12月13日のライヒ国税通則法案（1919年8月6日の法案）：152条「土地の評価は普通価値によ
る。土地は収益価値を用いる。農林業の土地では純収益の25倍を用いる。」（取得原価不明の鉱
山の評価に関する議論で指摘）
1919/08/06
1919年12月31日のライヒ国難犠牲税法案（財産税）1919/07/26
1920年ライヒ所得税法案（13条C）：《シャンツの純資産増価説を採用した税法》。1919/11/29
1919年12月31日のライヒ国難犠牲税法（18条）：土地の評価額は純収益の20倍とする。1919/12/31
1921年3月24日のライヒ所得税法改正（33条ａ）：取得原価評価（理由書・1382頁）1921/03/24
